
令和６年度山形市太陽光発電設備導入事業費補助金交付要綱 

（目的及び交付） 

第１条 市長は、太陽光発電設備・蓄電池の設置を支援することにより、再生可能エネルギ

ーの導入を促進し、地球温暖化の防止に寄与するため、本市内に当該設備を設置する市民

及び事業者に対し、山形市補助金等の適正化に関する規則（昭和５２年市規則第１０号。

以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交

付する。 

 （補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表第１に掲

げる補助の要件を全て満たす太陽光発電設備・蓄電池の設置（住宅展示場（モデルルーム）

等で展示を目的に設置するものを除く。）を行う事業とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第２の補

助対象経費の欄に掲げる経費とし、補助金の額は、同表の補助金の額の欄に掲げる額とす

る。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴  市税を滞納していない者 

⑵  過去に太陽光発電設備の設置に対し市の補助金の交付を受けていない者 

⑶ 補助対象事業について、国、県等からの他の補助金の交付を受けていない又は受ける

予定がない者 

⑷  次のア又はイに該当する者 

ア 第８条の補助金交付申請書兼事業実績報告書を提出する時点において、本市に住所

を有する者であって、その者の居住する専用住宅若しくは居住の用に供する床面積が

当該建築物の延べ床面積の２分の１以上を占める併用住宅又はこれらに附属する車庫、

物置等に太陽光発電設備・蓄電池を新規に設置するもの（以下「住宅用設置者」とい

う。） 



イ 第８条の補助金交付申請書兼事業実績報告書を提出する時点において、本市内にあ

る事業の用に供する建築物（自己の所有する店舗、事務所、営業所、倉庫等の用に供

する建築物又は賃貸住宅その他賃貸借契約若しくは使用貸借契約により借り受けてい

る建築物で、その所有者から太陽光発電設備・蓄電池を設置することについて同意を

得ているものに限る。）に太陽光発電設備・蓄電池を新規に設置するもの（個人であ

るか団体であるかを問わない。以下「事業所用設置者」という。） 

（事前協議）  

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ事前協議書（別記様式第１号）を

市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の事前協議書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

⑴ 補助対象経費が分かる見積書等の写し 

⑵ 併用住宅への設置に係る場合にあっては、居住部分の床面積が分かる平面図 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の事前協議書の受付期間は、令和６年４月２２日から同年９月９日までとする。 

（協議結果の通知） 

第６条 市長は、前条第１項の事前協議書の提出があったときは、その内容を審査し、適当

と認めるときは、予算の範囲内で補助金交付予定通知書（別記様式第２号）により、当該

事前協議書の提出を行った者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条第３項に定める受付期間内に補助金の交付予定額が予算額を超えた場合は、

事前協議書の提出を行った者の中から抽選を行い、補助金の交付予定者を決定するものと

する。 

３ 市長は、前項の規定による抽選から外れた者を対象に、繰上げ順位（予算の確保ができ

た場合に、補助金の交付の対象となる順位をいう。以下同じ。）を決定するものとする。 

（事業計画変更等） 

第７条 前条第１項の規定により補助金交付予定通知を受けた者（以下「補助金交付予

定者」という。）は、当該通知を受けた時から補助対象事業が完了するまでの間（以

下「交付予定期間」という。）において、補助金交付予定額を減額する変更をしよう



とするとき、又は既に行った事前協議を取り下げようとするときは、速やかに事業計

画変更等届（別記様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助金交付予定者は、交付予定期間において、補助金交付予定額を増額する変更を

しようとするときは、前項の規定により既に行った事前協議を取り下げるとともに、

第５条第１項の規定により再度事前協議書を提出し、その内容の審査を受けなければ

ならない。 

３ 市長は、第１項の規定による事業計画変更等届の提出があった場合において、その

内容が補助金交付予定額を減額する変更であるときは、速やかにその内容を審査し、適

当と認めるときは、事業計画変更承認通知書（別記様式第４号）により、その内容が事

前協議を取り下げるものであるときは、補助金交付予定取消通知書（別記様式第５号）に

より、それぞれ当該事業計画変更等届の提出を行った者に通知するものとする。 

４ 市長は、事前協議の取下げ等により、補助金の交付に関し予算の確保ができた場合には、

前条第３項に定める繰上げ順位の高い者から優先して補助金交付予定者を決定するものと

する。 

（補助金交付申請及び実績報告） 

第８条 補助金交付予定者は、補助対象事業が完了したときは、規則第５条及び規則第１３

条の規定にかかわらず、補助金交付申請書兼事業実績報告書（別記様式第６号）を市長に

提出することにより、速やかに補助金の交付の申請及び補助対象事業の実績の報告をしな

ければならない。 

２ 前項の場合において、住宅用設置者が補助金交付申請書兼事業実績報告書に添付すべき

書類は、次のとおりとする。 

⑴ 申請者本人の住民票（当該申請者本人の住所が太陽光発電設備・蓄電池を設置した住

宅の所在地であること。） 

⑵ 誓約書兼同意書（別記様式第７号） 

⑶  電力会社との太陽光受給契約確認書の写し（余剰配線であり、令和６年４月１日から

令和７年２月２８日までの間に電力受給を開始するものであること。） 

⑷  設置場所及びその付近の見取図 



⑸  設置工事に係る工事請負契約書又は売買契約書の写し（契約書に補助対象経費以外の 

金額が含まれている場合は、補助対象経費が分かる書類を添付すること。） 

⑹ 設置工事に係る領収書の写し 

⑺ 太陽光発電設備の設置工事着手前の状況を示す建物全体及び屋根部分の写真 各１部 

⑻ 太陽光発電設備の設置工事完了後の状況を示す建物全体及び屋根部分の写真 各１部

（写真により全ての太陽光モジュールの枚数が確認できない場合には、写真に加え太陽

光モジュールの配置図を添付すること。） 

⑼ 蓄電池設備の設置状況を示す蓄電池設備本体及びその品番ラベルの写真 各１部 

⑽ 太陽光発電設備・蓄電池を設置する建築物等を借り受けている場合には、当該建築物

等の所有者の承諾書（申請者が太陽光発電設備・蓄電池を設置すること及び法定耐用年

数にわたり太陽光発電設備・蓄電池を使用することを認める旨を内容とするもの）及び

賃貸借契約書又は使用賃借契約書の写し 

⑾ その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の場合において、事業所用設置者が補助金交付申請書兼事業実績報告書に添付す

べき書類は、次のとおりとする。 

⑴  申請者の登記事項証明書（申請者が個人の場合は、本人の住民票） 

⑵ 誓約書兼同意書（別記様式第８号） 

⑶  電力会社との太陽光受給契約確認書の写し（余剰配線であり、令和６年４月１日から

令和７年２月２８日までの間に電力受給を開始するものであること。） 

⑷  設置場所及びその付近の見取図 

⑸  設置工事に係る工事請負契約書又は売買契約書の写し（契約書に補助対象経費以外の 

金額が含まれている場合は、補助対象経費が分かる書類を添付すること。） 

⑹ 設置工事に係る領収書の写し 

⑺ 太陽光発電設備の設置工事着手前の状況を示す建物全体及び屋根部分の写真 各１部 

⑻ 太陽光発電設備の設置工事完了後の状況を示す建物全体及び屋根部分の写真 各１部

（写真により全ての太陽光モジュールの枚数が確認できない場合には、写真に加え太陽

光モジュールの配置図を添付すること。） 



⑼ 蓄電池設備の設置状況を示す蓄電池設備本体及びその品番ラベルの写真 各１部 

⑽ 太陽光発電設備・蓄電池を設置する建築物等を借り受けている場合には、当該建築物

等の所有者の承諾書（申請者が太陽光発電設備・蓄電池を設置すること及び法定耐用年

数にわたり太陽光発電設備・蓄電池を使用することを認める旨を内容とするもの）及び

賃貸借契約書又は使用賃借契約書の写し 

⑾ その他市長が必要と認める書類 

４ 第１項の規定による補助金交付申請書兼事業実績報告書の提出期限は、令和７年２月 

２８日とする。ただし、前条第４項の規定により補助金交付予定者となったものについて

は、同年３月３１日とする。 

５ 市長は、第１項の規定による補助金交付申請書兼事業実績報告書の提出を行った者に対

し、必要に応じて設置工事等に関する書類の提示及び現地調査等を求めることができる。 

（補助金の交付決定及び額の確定） 

第９条 規則第８条の規定による交付の決定の通知及び規則第１４条の規定による額の確定

の通知は、山形市太陽光発電設備導入事業費補助金の交付決定及び額の確定について（通

知）（別記様式第９号）によるものとする。 

（協力） 

第１０条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、必要に応じて太陽光発電設備・蓄電池

に関する報告等の協力を求めることができる。 

（財産処分の制限） 

第１１条 規則第１８条ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。  

２ 規則第１８条第２号に規定する市長が指定するものは、この要綱による補助金の交付を

受けて設置した太陽光発電設備・蓄電池とする。 

３ 規則第１８条の市長の承認を受けようとする者は、財産処分承認申請書（別記様式第  

１０号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の承認をする場合には、当該承認を受けようとする者に対し、交付した補

助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付させることができるものとする。 



（帳簿の備付け） 

第１２条 規則第１９条に規定する関係書類は、前条第１項に規定する期間中保管しなけれ

ばならない。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月２２日から施行する。 



別表第１（第２条関係） 

補助の要件 

次の各号のいずれにも該当するものであること。 

⑴ 太陽光発電設備 次のアからウまでの全ての要件を満たすものであること。 

ア 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第

１０８号）第９条の規定による再生可能エネルギー発電事業計画の認定（ＦＩＴ

認定）を受けて発電された電気が住宅又は事業所において消費され、かつ、連系

された低圧配電線に余剰の電気が逆流されるものであること。 

イ 未使用品であること。 

ウ 令和６年４月１日から令和７年２月２８日までの間に電力会社と電力受給を開

始するものであること。 

⑵ 蓄電池 次のアからウまでの全ての要件を満たすものであること。 

ア 補助対象となる太陽光発電設備の設置と併せて設置するものであること。 

イ 未使用品であること。 

ウ 平成３１年度以降に国の補助事業の補助対象設備として登録されている製品で

あること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第３条関係） 

補助対象経費 補助金の額 

太陽電池モジュール、架台及びパワーコン

ディショナ（インバータ及び保護装置）、

蓄電池その他の附属機器（接続箱及び直

流・交流側開閉器）の設置に直接必要な経

費 

 

設置する蓄電池の初期実効容量（一般社団

法人環境共創イニシアチブの登録値）（キ

ロワットアワーを単位とし、その値に小数

点以下第２位未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた値で、上限値を５キロワッ

トアワーとする。）に６万円を乗じて得た

額（その額に千円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）とする。 

 

  

 


